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2108 わが 国 知識労働者の 分布状況と知識創造の 場としての 

都市に関する 一考察 

0 小森正彦 ( 日本経済研 ) 

1 . はじめに 

野中ほか (1998) は、 知識創造過程における 個人間の「 場 」 

の重要性を指摘している。 暗黙知を共有し、 形式 知 へと変 

換するには、 共感や対話が 鍵となる。 いかに IT 化が進んで 

も 、 フェイストクフェイ ス の対話の重要性は 不変であ る。 

本稿は、 地域や都市が「 場 」として知識産業を 生み育て 

る力について 考察し、 地域技術振興などへの 示唆を探るこ 

とを目指している。 

2. 分析の枠組み 
Flo 「 ida(2002) は、 3T  (T 目 ent,Technol0 恩 ，， Toleran ㏄ ) とい 

う枠組みを用いて、 CreativeClass が米国の特定都市，に 集 

積していることを 示した。 これらの都市は、 知識産業を創 

出し、 競争力を高めている。 

この枠組み自体はわが 国にも通じるが、 米国とわが国で 

は入手可能なデータが 異なる 2 。 この制約条件に 対し、 一定 

の工夫が必要となる。 本稿の目的は、 地域が知識産業を 生 

み育てる力を 調べることにあ る。 ここでは、 知識労働者を 

南学歴で技術的・ 専門的職業に 就いている人々と 考える。 

これは、 「特定の手軽頃 の人々が地域・ 都市内に占める 割合」 

を、 「特定の種類の 人々が全国に 占める割合」で 割ったもの 

であ る。 LQ が 1 より大なら、 その地区における 集中度・ 特 

Ⅰ ヒ 度が、 全国平均レベルよりも 高いことになる。 ただしこ 

れは、 集積の規模を 考慮せずに、 割合の大小をストレート 

に示すもので、 どちらかといえばⅡ 蒲 Ⅱ市に有 捧 l 」であ る。 こ 

のため、 LQ に、 全国における 構成比 ( ウェイト ) を掛け合 

わせて補正した 指標も、 参考として用いる。 ウェイトは集 

積の絶対的なインパクトの 強さを示すが、 こちらは大都市 

に 有利となる。 これらをいずれも、 「 遡 側女」により 点数化 

し、 その合計を総合得点とする。 

3, わが 国 知識労働者の 分布状況 
まず、 市区町村レベルでの LQ を調べると、 表 1 のよう 

になる。 これは 3,368 市区町村における 順位であ る。 ここ 

では上位 10 都市を示すが、 いずれも僅差であ り、 細かい 順 

位の上下よりも、 全体としてどのような 都市が洗い出され 

たかが重要であ る。 

表 Ⅰ 市区町村レベル㏄』 Q べース ) の順位 

データは国勢調査 3 を用いる。 Flo Ⅱ da の 3T ㈹ う ち、 T 田 ent 

の 目安として大学・ 院 卒業者 4 の 既 卒業者に占める 割合、 

℡ chnlnIo 綴には技術的・ 専門的職業従事者るの 就業者。 こ 占め 

る 割合、 ℡ lerance には外国人 6 の人口に占める 割合をとる。 

指標としては、 まず№ cation  Quotient  (LQ) を用いる。 

，サンフランシスコ、 オースチン、 サンデイ エ ゴ、 ボストン、 シアトル、 ローリー・ ダ 
一 ラム、 ヒューストン、 ワシントン・ボルチモア、 ニューヨーク、 ダラスなど     

    田 onda の用いたゲイインデックス や 、 ミルケンインスティチュートのハイテク 都 

市 指標などは、 わが国には存在しない。 特許等出願件数は、 都道府県別データ 
のみで、 市区町中 拐 りがない。 統計によっては、 秘匿性の観 制ち 、 本稿のように 
細分化された 区域のデータを 公表していないことも 多い。 
  ' 調査時点は 2000 年 10 月。 全般的に、 生活環境が良好、 文化的で好印象・ 高 感度の 

  地域住民の教育レベルを 端的に示す。 都市が並んでいる。 知識労働者はその ょう な場所に自 妹集 
      科学研究者、 @ 支 術者、 医療保健従事者、 弁護士・裁判官、 仝 と 認会き 仕 、 大学ま 

かの教員、 芸術家など。 職業面での 4% ヒ 度をみる。 積 してきたことがわかる。 
。 多様性への寛容度をみるためのひとっの 目安。 F@orlda はゲイインデックスを 
採用しているが、 これはわが国では 困某窩ょ ため、 本稿では Tatent と T ㏄№ nlo Ⅳ 

また、 LQ に全国におけるウェイトをかけて 考えると、 表 

のみで選定を 行い、 これを事後的に Toler ㎝ ce の参考データで 確認する。 
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2 のようになる。 わが国の高度な 試作品づくりを 支える、 

大田区や相模原市が 入っている。 首都圏への一極集中傾向 

の一方で、 岡山市・奈良市・ 熊木市といった 地方中核都市 

が、 30 位以内に登場している ( さらに、 鹿児島市・金沢市・ 

松山市・仙台市青葉区・ 宇都宮市・新潟市が 50 位以内に入 

っている ) 。 

表 4  各都市の生活環境データ 9 

，スピアマンの 順位相関係数 ( 相関ほいずれも 1% 水準で有意 ) 。 
，総務庁統計局 (2003) 、 山田晴 通 ウェ ブ サイトより 伺尤 
' 単位Ⅱ、 売店数・飲食店数は 百 軒 、 児童数・生徒数は 千人。 百貨店は総合スー 

パーを含む。 大型小売店は 50 人以上の事業所。 小売店数は飲食店を 除く。 大 
学数はキャンパスベースで、 短大を除き、 大学院大学を 含む。 

優れた都市に 集積していることが 確認できる。 交通利便性 

も高いところが 多い。 

所得との関係は 表 6 の如くであ る。 

6  納税義務者一人当たり 課税対象所得と 総合得点の 

4. 現状評価と課題 

わが国では、 矢田 (1991) の指摘する よう に、 A. 大都市     

本社、 B. 近郊都市 : 研究所・開発工場、 C. 地方中枢都市     

支社、 D. 地方中核都市 : 支店・量産工場、 E. 地方都市 : 部 

品工場という、 国土の階層構造が 形成されている。 

1980 年代以降推進されたテクノポリス 構想は 、 主として 

A.B から E への工業分散化を 推進する政策であ った。 い 

わば、 大都市の集積を 地方に切り売りするものであ った。 

地方都市は、 大都市部から 工場の移転を 受け、 一旦は栄え 

た。 しかし近年では、 空洞化が深刻化している。 大都市圏 

から誘致した 量産型工場は、 コスト競争のなか 中国ほかに 

移転しはじめ、 閉鎖や人員削減を 余儀なくされている。 

既にわが国でも、 高学歴で知的職業に 就いている人々は 、 

' 。 日本マーケティンバ 教育センター (2 ㏄ 2) より。 所得は 20 ㏄年度 
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生活の質が高く 魅力あ る都市を自ら 選んでいる。 ただし、 

これは知識労働者とその 家族の居住地の 話であ る。 職住近 

接が可能であ ればよいが、 勤務地は多くの 場合異なる。 現 

実には多くの 知識労働者が、 首都圏中心部の 本社や郊覚の 

研究所などに、 毎日長距離通勤を 強いられている。 通勤所 

要時間は、 首都圏で 67 分、 近畿圏で 61 分、 中京圏で 59 

分となっている 11 。 行政区別の通勤所要時間をみると、 前述 

の知識労働者の 居住地の多くは、 60 ～ 90 分のゾーンに 属し 

ている。 

知識労働者の 多くが、 家族に高質の 生活を用意するため、 

自らを犠牲とし、 多大な時間と 労力を通勤に 浪費している。 

欧米諸国の職住近接の 環境に比べると、 国際競争力の 観点 

からは大きな 損失であ る。 知識労働者には、 創造的な領域 

に 時間を使ってもらい、 知識産業の生産性を 改善すること 
が課題であ る。 

5. 考察と提言 
人間は快適な 環境を本能的に 求めている。 特に知識労働 

者をひきつけるには、 都市の魅力が 一層重要となる。 良好 

な生活環境と 耳瞬努 環境を提供しなければならない。 これは、 

都 可杯Ⅱ硬性、 交通利便性、 街なみ・景観、 自然環境、 育児・ 

教育、 健康・福祉、 安全、 余暇やコミュニティの 質 といっ 

た 、 生活の質 (Qu 荻ゆ ofLife) の間 題 であ る。 知識労働者 

が快適にその 力を発揮できる 環境を整えるには、 どのよう 

な対応の方向性が 考えられるだろう ヵ 、 

知識労働者は、 主に近郊の環境のよい 都市に住んでいる 

ことが分かった。 企業や研究所の 立地にも、 この点を考慮 

すれば、 知識労働者の 有限の時間を 有効活用できる。 週 何 

日かは在宅でのテレタークというのもひとつの 案であ る。 

ただし知識創造には、 暗黙知の共有や 対面の対話が 重要な 

ので、 週 何日かは本社の 企画・営業部門や 研究所の同僚と 

議論する場を 用意する必要もあ る。 

従来の工場誘致 策 では、 投資先は地方都市の 中山間部が 

主な対象だった。 テクノポリスも 前述の如く、 E. 地方都市 

の 、 特に中山間地域などの 工業化を主対象としてきた。 施 

設などハードの 整備が優先であ ったため、 街づくりや人材 

育成などのソフト 面は劣後扱 い であ った。 結果として、 形 

成された工業集積は、 都市部からは 遠く不便で、 魅力に乏 

しいものとなってきた。 これでは優秀な 人材を集めること 

" 運輸政策研究機構 (2002) より。 都心部を含む 全体平均。 片道べース。 

も 困難となる。 集積の利益も 発現しにくい。 

知識経済においては、 知識労働者間の 相互作用を活用す 

る必要があ り、 都市部がターゲットとなる。 すな ね ち、 工 

業から知識産業へ、 中山間部から 都市部へ、 新設からり / 

べ一 ション ( 都市の修復・ 再利用 ) へ、 分散から集中へ、 

という転換であ る。 

知識労働者の 分布状況から 考えると、 知識労働者の 多く 

が集積している 都市近郊部そのものの 重点活用、 加えて通 

勤負担のⅡ、 さい都心部の 再活用という 方向が考えられる。 

ここでは、 B. 近郊都市、 A. 大都市、 D. 地方中核都市に 分け 

て考察する。 

5. 1  近郊都市における 仕事と生活・ 文化の融合 

経済が成熟化し、 規格品の大量生産では 不十分となって 

いる。 多様なアイデアの 活用を通じた 価値創造が重要とな 

ってきている。 そのためには、 都市における 仕事と生活・ 

文化の融合が 有効となる。 

健康・福祉関連などのサービス 産業は 、 人を対象とし、 

生産・消費が 同時に行われるため、 人の集まる都市が、 格 

好の実験場となる。 ゆとりや癒しとも 関係している。 これ 

らの近郊都市を、 産業と生活・ 文化の創造空間として 位置 

づけることが 肝要であ る。 

そのような都市には、 高学歴の女性も 多数住んでいる。 

優秀な女性の 知識労働者に、 在宅勤務や ) 荘 0 のような活躍 

の場を用意すれば、 生活文化に根ざした 発想を活用するこ 

とができる。 

また、 元気な高齢者もいる。 わが国は超高齢化社会を 迎 

える。 元気な高齢者は、 仕事に収入よりも 生き甲斐を見出 

していることが 多い。 非常勤のアドバイザ 一などの形でも、 

その経験知を 活用することができる。 

これらの地域には、 大学が多く立地している。 大学も地 

域への貢献を 求められている。 大学と地域の 連携により、 

その知を様々な 形で活用することもできる。 

横浜市青葉区 や 、 武蔵 野市のような 都市は、 テクノポリ 

ス政策の全うしえなかった「産学位の 一体化」を、 成熟 経 

済 において高度に 達成する、 クリエイティブなコミュニテ 

ィとなる可能性をもっている。 

5. 2  大都市中心部の 再利用 

大都市中心部では、 既に各種インフラが 完備している。 

オフィスや官公庁なども 集積していることから、 フェイ ス 

ト ウフェイ ス のコンタクトを 通じ、 高質 の 時致 知を共有し 
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やすい。 これは、 大田区の町工場で 繰り広げられる、 試作 

品づくりのための 協業の方法でもあ る。 知講墳 Ⅱ造のひとっ 

の核となる区域であ る。 

渋谷区周辺は、 IT 関連のべンチャ 一企業が集積し、 ビッ 

トノくノ 一 と 呼ばれている。 若い起業家たちは、 時に 24 時間 

働くこともあ り、 便利な都会暮らしが 向いている。 馬場・ 

渋谷 (2000) は、 中央線・山手線沿線などに、 ゲームソフ 

トのクラスターが 自然発生したことを 指摘している。 ここ 

では、 若 いクリエ イターたちが、 市場情報のみならず、 感 

性サ 育親をも共有しながら、 自由開達 は デジタルコンテンツ 

を 制作している。 

東京では、 バブル崩壊後ようやく、 都心の土地の 割安感 

が生まれ、 大型のマンション 建設が進んでいる。 居住地の 

都，い 回帰がはじまっている。 さらに、 若者にもアフォーダ 

ブル住宅を提供できれば、 若い知識労働者がその 力を発揮 

しやすくなる。 

都心居住という 形であ れば、 既婚の女性も 共働きしやす 

くなる。 通勤の負担が 少ないため、 保育園や託児所を 利用 

しながら、 仕事と生活を 両立できる。 夜は家族団らんも 可 

能であ る。 元気な高齢者にとっても、 子供が巣立っている 

場合には、 食事・観劇や 通院などに便利な 都心居住は、 魅 

力的な選択肢となる。 自治体としても、 より多くの女性が 

フルタイムで 働くよ う になれば、 税収が増え、 その分を生 

活・教育・福祉面などの 改善に投資していくことができる。 

5, 3  地方中核都市における 多様な人材の 活用 

地方中核都市は、 十分な都市機能を 備えており、 魅力的 

な 街であ る。 筆者の金沢における 勤務経験からみても、 通 

勤は楽、 買物は便利、 食べ物はおいしく、 余暇も充実し、 

生活の質は高い。 

知識創造には、 多様な知識労働者が 必要であ る。 地方都 

市の課題は、 そのような人材の 調達難にあ る。 ネットワー 

ク型のシリコンバレ 一に比べ、 わが国は系列などの 内輪で 

固まりがちであ る。 特に地方圏では、 様々な人々が 交錯す 

る大都市圏 た 比べ、 保守的でよそ 者を排除する 傾向が強い 

ともいわれる。 地域においては、 先住者は新住民の 流入を 

好まない傾向があ る。 自治体も先住者の 意向に配慮しがち 

であ る。 

しかし、 地域で危機感を 共有し、 多様な人材を 受け入れ 

る寛容さを持てば、 可能性は拡がる。 社会の包容力を 向上 

させ、 参入障壁を低くすれば、 他者の新鮮な 発想を活かす 

ことができる。 それだけの寛容度を 持てるかどうかが、 知 

識経済での成否を 分ける。 

まず、 地域の若者を 活用すべきであ ろう。 さらに、 外国 

人の知識労働者の 活用も検討に 値する。 経済財政諮問会議 

の 「骨太の方針 2004 」には、 外国人労働者の 受け入れ拡充 

が盛り込まれ、 その増加が見込まれる。 日本経済新聞社の 

調査によれば、 居住地への覚国人増加について、 治安悪化 

を恐れる声もあ るものの、 容認する回答が 約 8 割に達して 

いる。 

特に f 他 方都市では、 人材確保が困難であ る。 欧米のみな 

らず、 中国・インドなどの 知識労働者をうまく 活用できれ 

ば、 人材難を補うことができる。 わが国の企業も、 こうい 

った人材を一層雇用するとよい。 既に一部では、 在日・ 在 

外外国人の mT 技術者や起業家の 活用に向けての 取組みが始 

まっている。 

多様な知識労働者を、 面白い仕事と 楽しい生活の 両面で 

地域に惹きつけることができれば、 内発的な発展も 可能と 

なってくる。 

6, おわりに 

高 賓の生活と仕事が 可能となる環境を 用意し、 知識労働 

者を惹きつけることが、 地域・都市の 競争力維持にっ な が 

る 。 多様な知諸積Ⅱ 造 力あ る都市を、 数多く抱えることが、 

海外への 豆創送 流出を防ぎ、 わが国全体の 競争力を維持する 

ことにもつながる。 知識経済化に 向けて、 地域技術振興に 

はこのような 視点も必、 要となろう。 
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